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平成２８年度 税制改正解説
法人事業税の税率引下げと外形標準課税の拡大①

・ 外形標準課税の拡大として付加価値割及び資本割の税率が平成27年度改正に続き引上げる一方、所得割の税率は引下
げられます。

・ 所得割の税率引下げに伴い、資本金1億円超の普通法人の地方法人特別税率が93.5％から414.2％へ引上げられます。

・ 外形標準課税の拡大に伴う負担増の軽減措置として平成27年度改正で創設された「法人事業税の税率の改正に伴う負担変動
の軽減措置」が拡充されます。

１．改正の概要

【外形標準課税の対象法人(資本金1億円超の法人)】
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平成27年度(改正前)

事業税が増加した場合
の負担変動の軽減措置

所得割
税率6.0％

付加価値割
税率0.72％

資本割
税率
0.3％

所得割
税率4.8％

付加価値割
税率0.96％

資本割
税率
0.4％

所得基準2.5 外形基準1.5 所得基準2 外形基準2

所得割
税率3.6％

付加価値割
税率1.2％

資本割
税率
0.5％

所得基準1.5 外形基準2.5

平成28年度(改正前) 平成28年度(改正案)

（※） 外形標準課税の対象外となる資本金1億円以下の法人については改正なし。
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【法人事業税率の改正】

(※1) 所得割の括弧書きの税率は、地方法人特別税等に関する暫定措置法適用後の税率であり、当該税率の制限税率を標準税率
の2倍(改正前：1.2倍)に引上げる。

(※2) 3以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人の所得割に係る税率については、軽減税率の適用はない。

○平成28年4月1日以後に開始する事業年度から適用される。

平成２８年度 税制改正解説
法人事業税の税率引下げと外形標準課税の拡大②
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改正案

平成27年4月1日
以後開始事業年度

平成28年4月1日
以後開始事業年度

平成28年4月1日
以後開始事業年度

0.72% 0.96% 1.2%

0.3% 0.4% 0.5%

年400万円以下の所得
3.1%

(1.6%)
2.5%

(0.9%)
1.9%

(0.3%)

年400万円超800万円以下の所得
4.6%

(2.3%)
3.7%

(1.4%)
2.7%

(0.5%)

年800万円超の所得
6.0%

(3.1%)
4.8%

(1.9%)
3.6%

(0.7%)

93.5% 152.6% 414.2%

改正前

資本割

付加価値割

所
得
割

地方法人特別税率
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【外形標準課税の拡大に伴う負担増の軽減措置の改正】

平成２８年度 税制改正解説
法人事業税の税率引下げと外形標準課税の拡大③

所得割

付加価値割
＋

資本割

所得割

付加価値割
＋

資本割

税率改正前後の差額
×3/4～0(※2)
を事業税額から控除

平成29年度(※1)

(※1) 平成28年度：平成28年4月1日以後開始事業年度 平成29年度：平成29年4月1日以後開始事業年度 平成30年度：平成30年4月1日以後開始事業年度
(※2) 付加価値額が30億円以下の法人は、3/4 (平成28年度) 、1/2 (平成29年度) 、 1/4 (平成30年度）となり、30億円超40億円未満の法人は付加価値額に応

じて、3/4～0 (平成28年度) 、1/2～0 (平成29年度） 、1/4～0 (平成30年度) となる。
(※3) 平成29年4月1日以後に開始する事業年度から地方法人特別税は廃止し、所得割に復元される。
(※4) 平成29年度、平成30年度も「平成28年3月31日現在の税率」に基づき算定した事業税額と比較する。
○平成28年4月1日以後に開始する事業年度から適用される。

改正後の税率に基づ
き算定した事業税額

平成28年3月31日現
在の税率に基づき算

定した事業税額

改正後の税率に基づ
き算定した事業税額

平成28年3月31日現
在の税率に基づき算
定した事業税額(※4)
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＜事業税額から控除する金額＞

税率改正前後の差額
×1/2～0(※2)
を事業税額から控除

平成30年度(※1)

所得割
+

地方法人特別税
相当

平成28年3月31日現
在の税率に基づき算
定した事業税額(※4)

改正後の税率に基づ
き算定した事業税額

平成28年度(※1)

所得割(※3)

付加価値割
＋

資本割

所得割(※3)

付加価値割
＋

資本割

所得割
+

地方法人特別税
相当

付加価値割
＋

資本割

税率改正前後の差額
×1/4～0(※2)
を事業税額から控除

付加価値割
＋

資本割

平成28年度 平成29年度 平成30年度

付加価値額が30億円以下の法人
(改正後の税率に基づく事業税-平成28年3月31
日現在の税率に基づく事業税)×3/4

(改正後の税率に基づく事業税-平成28年3月31
日現在の税率に基づく事業税)×1/2

(改正後の税率に基づく事業税-平成28年3月31
日現在の税率に基づく事業税)×1/4

付加価値額が30億円超40億円未満の法人

(改正後の税率に基づく事業税-平成28年3月31
日現在の税率に基づく事業税)×(付加価値額に
応じて3/4～0)

(改正後の税率に基づく事業税-平成28年3月31
日現在の税率に基づく事業税)×(付加価値額に
応じて1/2～0)

(改正後の税率に基づく事業税-平成28年3月31
日現在の税率に基づく事業税)×(付加価値額に
応じて1/4～0)
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２．実務上の留意点

３．今後の注目点

平成２８年度 税制改正解説
法人事業税の税率引下げと外形標準課税の拡大④

・ 付加価値額が30億円超40億円未満の法人に対する外形標準課税の拡大に伴う負担増の軽減措置における付加価値額に応じ
た控除割合の具体的な計算方法。

・ 平成27年度税制改正で見送られた、中小法人への外形標準課税の適用拡大の可能性。

・ 外形標準課税の拡大を踏まえた、分割基準や資本割の課税標準の今後の改正の動向。

・ 税負担軽減措置は時限立法であり、その控除割合は段階的に引下げられる。

(平成28年度 3/4 →平成29年度 1/2 →平成30年度 1/4 )
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